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はじめに

自治体における臨時・非常勤等職員は、行政サービスの拡大と地方公務員の定員抑制・削減を背景に年々増加を続け、自治労調査では全国で50万人以上と推計される。その業務内容も、臨時的業務やいわゆる補助的業務ではなく常勤職員と同様の恒常的業務を担っており、臨時・非常勤等職員は地方行政の重要な担い手となっている。しかし、その雇用と処遇は不安定かつ低位であり、格差社会の是正が求められる今日において、これら職員の雇用確保と処遇改善は喫緊の課題となっている。
一方、本研究会の議論の柱である任期付短時間勤務職員制度は、地方公務員の任用・勤務形態の多様化に対応するために導入され、臨時・非常勤等職員の処遇改善にも資すると期待されていたが、制度導入後すでに４年を経過した今日においてもこれを活用する自治体は極めて少数である。その理由はいくつか考えられるが、何よりも任期が定められていることにあると言わざるを得ない。

良質で安定した地方行政サービスの維持・向上をはかるためには、任用・勤務形態の如何にかかわらず自治体業務に携わる全ての職員が、自信と誇りを持ち、かつ安心して業務に従事することが重要である。その意味で本研究会に与えられた課題は、緊急かつ重要なものであると考える。

（注）臨時・非常勤等職員の「等」は、自治体によって臨時・非常勤職員の呼称に相違があることや、地方公務員法上の任用根拠が明確でない自治体職員が存在するため「等」としている。

１．現状と問題
（1） 増加し続けてきた臨時・非常勤等職員は、今や50万人以上

①　自治労組織が存在する全国の概ね7割の自治体に雇用される一般行政部門の　臨時・非常勤等職員は、1984年に約９万人、1994年に約23万人、2006年に約37万人といった勢いで増加してきている（自治労組織基本調査）。

②　自治労が2008年6月に実施した全自治体調査では、臨時・非常勤等職員は回収率53.1％の段階で約30万人であり、全自治体では50万人以上と推計される。これに公立の小・中・高等学校の非常勤教員・講師、警察部門、消防部門の臨時・非常勤等職員を加えれば、その数はさらに大きなものとなる。

③　臨時・非常勤等職員の増加には、住民ニーズ（窓口時間、保育・介護、消費生活相談、男女平等等々）に対応する行政サービスが拡大すること、他方で行政改革や地方財政計画の削減などにより、常勤職員の定数抑制・削減が進められてきたことなどが理由と考えられる。

（２）臨時・非常勤等職員は、地方行政の重要な担い手

①　全自治体の職員に占める臨時・非常勤等職員の割合は、約30％である。自治体によっては全職員の半数に及んでいる。

②　主な職種・職域で見た場合、臨時・非常勤等職員の割合は、次の通りである。

相談員93％、学童指導員92％、図書館職員62％、公民館職員60％、
学校給食調理員等54％、保育士50％、学校用務員40％、病院事務職員31％、清掃職員19％、看護師18％、教員・講師6％

（注）臨時・非常勤等職員の割合は、自治労の全自治体調査（2008年6月実施）によるもの。ただし、教員・講師の割合は、総務省の調査データ（2008年4月「臨時・非常勤職員に関する調査」及び2007年4月「定員管理調査」）をもとに概算したもの。

（３）不安定な雇用と低位な処遇
①　不安定な雇用
自治労の「臨時・非常勤等職員の現状と意識についてのアンケート調査」（2006年12月）によると、恒常的な業務に就いていると回答したのは臨時職員で49.7％、非常勤等職員で81.1％である。このように多数の臨時・非常勤等職員が恒常的な業務に就いているなかで、雇い止めや解雇の不安があると回答しているのは40.1％に上っている。
業務は存続し、本人は雇用継続を希望しているにもかかわらず、任期の終了や予算の年度末を理由に雇い止め等の例は、少なくない。
②　賃金等の実態
ア）臨時・非常勤等職員の賃金等の実態は、自治労の全自治体調査（2008年6月）では、次のようになっている。
・　賃金等の支給形態が日給・時給の職員は65.5％、月給の職員は34.5％。

・　日給・時給の職員では、時間当たり賃金が800円未満は23.3％、900円未満は53.6％、1,000円未満は71.8％である。分布では800円以上900円未満の層が平均値に当たるが、時給850円・週30時間とした場合、年収は130万円に届かない。

・　月給の職員では、12万円未満は16.1％で、16万円未満になると58.3％と過半数を超えている。分布では14万円以上16万円未満の層が平均値になるが、月給15万円とした場合、年収は180万円にしかならない。年収200万円を超える職員は多く見積もっても全体の２割程度でしかない。
・　通勤費については、支給されない職員が52.4％と過半数を超えている。
・　一時金については、支給されない職員が71.5％と多数である。

③　平均年齢と収入の使途
自治労の上記「アンケート調査」（2006年12月）では、臨時・非常勤等職員の平均年齢は46.3歳である。また、収入の使途が「生活費の主たるもの」となっている職員は44.5％と半数に近い。

前述の年収130万円、180万円はそれ自体が低い水準であるが、このような働く者の年齢や収入の使途を踏まえれば、なおさら臨時・非常勤等職員の賃金等は不条理な水準にあると言える。

（４）臨時・非常勤等職員は、法の谷間に置かれた存在
①　前述した通り、臨時・非常勤等職員は、地方行政の重要な担い手となっているが、雇用と処遇は実に不安定、低位にある。この大きな要因としては、臨時・非常勤等職員を保護する法制度の未整備があげられる。自治体に任用される臨時・非常勤等職員には、民間の短時間勤務労働者を保護するパート労働法や労働契約法、育児介護休業法などが適用されない。他方、臨時・非常勤等職員は地方公務員でありながら、地方公務員の法制度においてその地位、処遇等が明確に位置付けられていない。法の谷間に置かれた存在といわれる所以である。

②　とくに、均等待遇の原則に関しては、民間の短時間勤務労働者にはパート労働法において正社員との均衡待遇の原則が適用できる。国家公務員の非常勤職員には、給与法22条2項の規定により給与について常勤職員との権衡の考慮の原則が適用できる。しかし、自治体の臨時・非常勤等職員には、これらの原則が法制度上において何ら明確になっていない。
（５）活用されない任期付短時間勤務職員制度

①　こうした状況を背景に、地方公務員の任用・勤務形態の多様化に対応するため、任期付短時間勤務職員制度が2004年に創設された。制度創設に際しては、法の谷間に置かれた臨時・非常勤等職員が任期付短時間勤務職員に移行していくことが期待もされていた。しかし、その活用は制度創設から４年が経過した今日においても、全国でまだ29自治体、約1,563人の事例に過ぎない状況にある（総務省2008年4月調査）。自治体の現場では、現行の任期付短時間勤務制度を積極的に導入するというインセンティブが働いていないと言える。そのいくつかの理由としては、次のことが考えられる。
②　働く側にとっては、ア）任期が原則３年以内とくに必要な場合は５年以内との上限設定があるために雇用不安がある、イ）任用する対象業務が窓口サービスや住民への直接サービス、一定期間内の業務などに限定され任用される分野が狭い、ウ）昇給や、生活関連手当（扶養手当、住居手当、寒冷地手当等）、退職手当の支給は「通知」等で適当でないとされている、などの制約がある。

③　自治体側にとっては、ア）任期に上限設定があるために、再度任用等における競争試験・選考などの事務的・財政的負担が発生する、イ）任用する対象業務が限定されているため活用の幅が狭い、などの制約がある。加えて、任期付短時間勤務職員制度の導入は、多くの自治体では一定の処遇改善につながり人件費等の負担増が危惧されるため、活用に踏み切れないものと推測される。
２．改善すべき方向
（1） 短時間勤務職員の雇用安定と均等待遇の原則を明確にすべき
　臨時職員、非常勤職員、任期付短時間勤務職員のいずれの任用形態、勤務形態であっても、常勤職員と類似の恒常的業務に就く職員の雇用の安定的確保がはかられ、常勤職員との均等待遇の原則が適用されなければならない。このため、民間では短時間勤務労働者を保護するパート労働法があるように、公務においても臨時・非常勤等職員の雇用・勤務条件の基準を明確にした法制度の抜本整備・制定が求められる。

このことを踏まえ、当面の喫緊の課題として次の改善がはかられなければならない。

（２）臨時・非常勤等職員の雇用安定、処遇改善

　臨時・非常勤等職員の雇用安定、処遇改善のため、次の通りとすべきである。
①　給与における均等待遇

　　臨時・非常勤等職員の給与（給料・手当）について、職務給の原則はもちろん、常勤職員の給与との均等を考慮し、支給することとすべきである。

　　また、手当について、国における非常勤職員、自治体における臨時的任用職員・技能労務の非常勤職員には支給が制限されないが、自治体の技能労務以外の非常勤職員には地方自治法203条2項により支給が制限されている。他の例と同様に、これらの非常勤職員に手当支給が可能になるようにすべきである。

②　休暇その他の勤務条件の均等待遇

　　休暇、社会保険、福利厚生などの勤務条件について、常勤職員との均等を原則に取り扱いされるべきである。

③　特別職非常勤職員の任用のあり方について
　　労働者性の高い特別職非常勤職員の任用のあり方については、約20万人もいる特別職非常勤職員の現状をふまえ、慎重に議論すべきである。むしろ、これについて議論するよりも、任期付短時間勤務職員制度の要件緩和等の方策について積極的に議論、提案することにより、結果として同制度への移行がはかられるべきと考える。

（３）任期付短時間勤務職員制度の拡充
　臨時・非常勤等職員の雇用安定と処遇改善のためには、任期の定めのない一般的な短時間勤務職員制度の創設が必要と考える。しかし、仮にこれが本研究会の検討テーマにすることが困難とするならば、任期付短時間勤務職員制度を自治体現場で最大限に活用しやすい制度に改善することが重要である。具体的には、次の通りとすべきである。

①　再度任用の手続き等の緩和
　　再度任用においては、当該職員にとっては雇用不安の解消、人事当局にとっては業務に習熟した職員の人材確保、採用試験・選考を再度行うことの事務的・経費的負担の回避などのため、高齢再任用短時間勤務職員の例にならい、本人の申し出がない限り、「原則、勤務実績等が良好である職員について、再度の任用を妨げないこと」を明確にすべきである。

②　任用できる業務の拡大
　　任用できる業務については、常勤職員と同様の業務で短時間勤務の業務に出来るだけ拡大することとし、職種・職域、その他の対象業務の制限を行うべきではない。
③　給与における均等待遇

　　職務経験等を考慮した給与のあり方や、生活関連手当（扶養手当、住居手当、寒冷地手当等）、退職手当などについて、常勤職員との均等待遇を原則にした取り扱いとすべきである。
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